
 

平成 1８年 3 月期    決算短信（連結）          平成１８年５月１０日 

 

上 場 会 社 名         三菱製鋼株式会社                      上場取引所  東京、大阪 

コ ー ド 番 号         ５６３２                                       本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ  http://www. mitsubishisteel.co.jp） 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名  加 藤 秋 夫 
問合せ先責任者 役職名 経理部長  氏名  班 目 健 二     ＴＥＬ(０３)３５３６－３１３５ 
決算取締役会開催日 平成１８年５月１０日 
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１． １８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切捨て） 
        売 上 高  （増減率）         営業利益   （増減率）         経常利益  （増減率）

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

１２０，６３６ 
１００，８３７ 

(19.6)
(9.6)

１３，２３１
５，０２３

(163.4)
(105.8)

１２，６１１ 
３，９９１ 

(216.0)
(321.9)

 

   当期純利益 （増減率） 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円     ％ 円 銭  円 銭 ％ ％ ％

18年 3月期 
17年 3月期 

７，０３６
２，２０９

(218.5) 
(237.7) 

４７．６９
１５．３５

４５．４６ 
― 

２３．８ 
１０．７ 

１１．０ 
 ３．５ 

１０．５
  ４．０

 
(注)  ①持分法投資損益        １８年３月期   0 百万円 １７年３月期 △106 百万円 
      ②期中平均株式数(連結)  １８年３月期 146,570,021 株 １７年３月期 143,968,670 株 
      ③会計処理の方法の変更   有 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

１１７，６９０ 
１１１，８０７ 

３７，２１４
２１，９３９

３１．６
１９．６

２３９．７７
１５２．４０

 
(注) 期末発行済株式数(連結)   １８年３月期 155,016,526 株    １７年３月期 143,959,964 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円    百万円

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

   １５，４９５ 
     ６，７８６ 

△１，３４２
△１，１２９

△１６，６１６
  △６，０４０

４，７６２
７，０６７

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 １４社   持分法適用非連結子会社数 ０社   持分法適用関連会社数 ３社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)  １社  (除外) ２社     持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
２．１９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円

中 間 期 
通    期 

 ５８，０００ 
１２３，０００ 

  ５，８００ 
 １３，０００ 

３，２００ 
７，２００ 

 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 46 円 45 銭 
 

上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によっ

て予想数値と異なる場合があります。 

 なお、上記予想に関する事項は、添付資料５ページをご参照下さい。 

  



企   業   集   団   の   状   況

MSM  CANADA  INC.    ※１

MSM  US  INC.            ※１

ば ね 事 業

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS HOLDINGS UK LIMITED  ※2

寧波菱鋼弾簧有限公司 ※１

寧波菱鋼精密部件有限公司 ※１ 製   品

MSM CEBU,INC.    ※１ 製   品

MSM MANILA,INC. ※１ 製   品

ヒューマン電機㈱ ※１ 製   品

MSM (THAILAND) CO.,LTD.　 ※１ 製   品

素 形 材 事 業 菱鋼鋳造(株）  ※１

三菱製鋼室蘭特殊鋼(株）    ※１ 製品･原材料

特殊鋼鋼材事業 原

材

料

北海製鉄(株)  ※２  

機 器 装 置 事 業

三菱長崎機工(株)  ※１

菱鋼運輸(株）        ※１ 運送・倉庫保管委託

そ の 他 の 事 業 菱鋼サービス(株）  ※１ 業務委託

菱鋼クレジット(株）  ※１

(注) ※１  連結子会社

      ※２  持分法適用会社

       　３  平成18年２月14日に寧波菱鋼弾簧有限公司を設立
       　４  平成17年４月末をもって、MSM(THAILAND)CO.,LTD.はばね事業を中止
         ５  平成17年９月20日をもって、菱鋼鋳造㈱は清算結了

当

社
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当社グループは、いかなる経営環境の変化にも対応できる企業体質を確立することを重要課題

と認識し、常に新しい発想により挑戦と拡大の考え方のもと、持続的かつグローバルに発展する

ことを経営の基本方針としております。

当社グループは、「選択と集中」をキーワードに、事業の持続的発展に向け企業基盤の強化を

図ってまいります。従来の鋼材・ばね等の事業に加え精密部品・精密鋳造・粉末等非鉄鋼事業を

拡大いたします。そのため人材育成、研究開発、設備投資を積極的に進めてまいります。

各事業における重点施策は以下のとおりです。

【共通施策】

　　対応できる企業体質を構築する。

　　②優秀な人材を早期有効活用すべく人事制度改革を実行する。

　　③危機管理機能強化並びにコンプライアンスの徹底を図る。

　　  競争力を高める。

　　④精密部品事業

　　　・ヒンジ等の部品内製化を拡大する。

　　　・精密鋳造事業・粉末事業の事業拡大を行う。

　　③特殊鋼鋼材事業

　　　・精密鋳造事業・粉末事業の技術をコアとした新製品の開発を行う。

　　　・新日本製鐵株式会社室蘭製鐵所殿との連携を強化し生産効率を高める。

経　　営　　方　　針

　【主要事業の重点施策】

　　①ばね事業

　　　・中国に製造・販売拠点を設け、拡販を図る。

１．経営の基本方針

２．当社グループの対処すべき課題

　　　・製造技術を磨き、さらなる品質向上とコストダウンを実現する。

　　②素形材事業

いります。

　　①人材育成と研究開発を共通重点施策とし、変化の激しい経営環境に対し柔軟かつ迅速に

３．利益配分に関する基本方針

　当社は利益の配分に際し、財務体質の改善に意を用いつつ、従来どおり株主還元に努めてま

　　　・新型ヒンジ等の商品開発を拡大する。

　　　・製造設備の合理化及び更新等により安定的に高品質の素材を提供すると同時にコスト

　　　・全金型の自社設計・製作体制を確立する。
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合的に勘案し対処してまいります。

５．親会社等に関する事項

当社は親会社等を有しておりません。

１．経営成績

(1)当期における取り組みと業績

平成17年度における当社グループの業績は主たる需要先である自動車・建設機械業界の好調な

需要を背景に、製販一体となった改善により当期の連結売上高は前期比1.2倍、1,206億３千６百

万円、連結経常利益は前期比3.2倍の126億１千１百万円と過去最高利益を更新することができま

した。

原材料は引き続き高値で推移しましたが、受注内容の改善、国内外の生産拠点の再編、海外生

産の拡大、海外ユーザーへの拡販等積極的に推進してまいりました。

その結果、当期の連結売上高、連結経常利益は前述のとおりとなりました。

また、特別利益として、休止電気炉設備等の売却による固定資産処分益13億６千６百万円、投

資有価証券売却益２億８千万円及び厚生年金代行部分返上益精算２億３千６百万円を計上し、一

方、特別損失として、固定資産処分損６億７千９百万円、固定資産の減損損失７億８千１百万円、

事業整理損失３千１百万円及び関連事業損失９千２百万円を計上いたしました。さらに法人税、

住民税及び事業税、法人税等調整額並びに少数株主利益を計上した結果、連結当期純利益は、前

期比3.2倍の70億３千６百万円となりました。

なお、当社単独の売上高は前期比1.2倍の950億９千８百万円となりました。経常利益は前期比

4.4倍の78億７千５百万円、当期純利益は前期比2.8倍の47億５千１百万円となりました。

当期の期末配当は、４円とさせていただく予定です。中間配当は１株当たり２円でしたので1株

当たりの年間配当は６円となります。

平成18年３月期

平成17年３月期

増収・増益額 19,799

120,636

100,837

12,611

15.35

（単位：百万円）

円

8,620 4,827

2,2093,991

４．投資単位の引き下げに関する基本方針

　株式投資単位の引き下げにつきましては、今後の株式市場の動向や投資単位の趨勢などを総

経営成績及び財政状態

7,036

１株当たり
当期純利益

円47.69

売上高 経常利益 当期純利益
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(2)セグメント別状況

［ばね事業］

巻ばねの売上げは乗用車用が微増、太巻ばねが海外建機部品メーカーへの拡販と旺盛な需要

により増加しました。板ばねも主要顧客の需要増により増加しました。一方、精密部品の売上

げは受注内容の見直しにより減少しました。その結果、ばね事業全体としての売上高は前期比

 0.7％の増収、営業利益は169.3％の増益となりました。

［素形材事業］

精密鋳造品、粉末製品が海外ユーザーへの拡販により売上げが大幅に増加しました。また、

精密鍛造品・鋳鋼品はトラック・建設機械業界の旺盛な需要により増加しました。その結果、

素形材事業全体としての売上高は前期比11.6％の増収、営業利益は22.3％の増益となりました。

［特殊鋼鋼材事業］

自動車・建設機械業界の需要が旺盛で、前期に引き続きフル生産で推移したことにより売上

げが大幅に増加し前期比47.6％の増収、営業利益は256.6％の増益となりました。

［機器装置事業］

鉄構品は若干減少しましたが、鍛造プレス及びリングローリングミル等の鍛圧機械の拡販に

努めました。その結果、売上高は前期比3.7％の減収、営業利益は47.8%の増益となりました。

［その他の事業］

その他の事業は流通及びサービス業等でありますが、売上高は前期比2.6％の増収、営業利益

は53.3％の増益となりました。

平成17年３月期 前期比増減率 

機器装置事業

営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益

2,309 857

小計

売上高

ばね事業

素形材事業

平成18年３月期

1,430 1,169

34,483

16,679

その他の事業 6,891

2,446

412

132

消去

合計

34,716

18,619

58,757

8,517

7,073

127,684

△ 7,047

特殊鋼鋼材事業

106,722

△ 5,884

8,722

609

202

13,274

39,821

8,844

5,018

（単位：百万円）

120,636 13,231 100,837 5,023

5△ 42

47.8

53.3％

％

％

％

％

％

19.6

22.3

％

△ 3.7

％

163.4

％

％

0.7

11.6

47.6

169.3

256.6

％

％

2.6
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２．今後の見通し

今後の見通しといたしましては、当社の主要需要先である自動車・建設機械業界は引き続き

好調を持続すると見られるものの、原材料費、エネルギー代、為替相場等の変動に加え、海外

の景気動向等不透明な部分もあり、経営環境は楽観を許しません。

　このような環境下におきまして当社グループは、拡販とコスト改善を引き続き行い、収益拡

大に努めてまいります。

　平成18年度通期の業績につきましては、連結売上高1,230億円、連結経常利益130億円、連結

当期純利益72億円を予想しております。

(注)上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な要因によって予想

数値と異なる場合があります。

３.財政状態

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上げの増加に伴い売掛債権等が増加したものの、

税金等調整前当期純利益129億１千１百万円、減価償却費61億３千４百万円等により154億９千

５百万円の資金の増加となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、休止電気炉設備等の売却による収入14億７千６百万

円等がありましたが、一方、有形固定資産等の取得による支出28億６千２百万円等により、投

資活動全体では13億４千２百万円の資金の減少となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、設備資金調達のため転換社債型新株予約権付社債を

発行したことにより資金の増加がありました。一方、引き続き財務体質改善のため借入金の圧

縮に努め、財務活動全体では166億１千６百万円の資金の減少となりました。なお，当期末の

有利子負債残高は341億１千４百万円となり、前期末比207億１千万円減少いたしました。

　以上の結果、当期末における現金及び現金同等物残高は47億６千２百万円となり、前期末と

比較して23億４百万円減少いたしました。

　また、総資産につきましては、売掛債権と投資有価証券の含み益の増加等により前期末に比

べ58億８千３百万円増加し、1,176億９千万円となりました。一方、株主資本は、利益剰余金

及びその他有価証券評価差額金の増加並びに転換社債型新株予約権付社債の株式転換等により、

前期末と比較し152億７千５百万円増加し、372億１千４百万円となりました。その結果、株主

資本比率は31.6％となり、前期末と比較して12.0％向上いたしました。

　なお、平成17年９月に発行した転換社債型新株予約権付社債の株式転換により、次のとおり

資本及び発行済株式数が増加いたしました。

百万円 百万円 百万円

百万円 百万円 百万円

前期末 増加

千株 千株

7,200

893

143,959

2,404

2,394

11,057

当期末

千株

9,604

3,287

155,016

資　本　金

資　本　剰　余　金

発行済株式数（自己株式控除後）
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当グループのキャッシュ・フロー指標は以下のとおりであります。

株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

 ・債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

 ・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

 ・デット・エクイティ・レシオ：有利子負債／株主資本

 ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

3.1デット・エクイティ・レシオ（倍）

 (注)・株主資本比率：株主資本／総資産

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

平成16年３月期

4.7

平成17年３月期

6.8

平成18年３月期

17.2

11.4

19.6

8.1

2.5

31.6

2.2

23.0

0.9
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連 　結 　損 　益 　計 　算 　書

（単位：百万円）

（17.4～18.3） （16.4～17.3）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

法人税、住民税及び事業税

236236 －

2,107△2,107－

2,2871,584

△ 781減 損 損 失 781 －

203

633

161

424

712
退 職 年 金 制 度 終 了 損 0

234

725

161

424

712投 資 有 価 証 券 評 価 損

事 業 整 理 損 失

関 連 事 業 損 失

た な 卸 資 産 評 価 損

31

92

0

対前期増減
期 別 当 期

△

100,837

95,813

売 上 原 価 83,750

科 目

前 期

売 上 高 120,636

営 業 費 用 107,405

12,063

11,592

19,799

95,924 △ 12,174

583

5,023

58

492 450

160

8,208

942

392

1,525 △ 37

332

250

106 106

402雑 損 失

1,016766
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 0

796 △ 394

3,991 8,620

2,853 △

固 定 資 産 処 分 益 1,366

969

745 △ 465

0 1,366

703
固 定 資 産 処 分 損 679 30 △ 649

特 別 損 失

8,3544,557

2,171 △ 3,327

0

15

△ 538192

339

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,480

営 業 利 益 13,231

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金

支 払 利 息

1,562

218

724

経 常 利 益 12,611

特 別 利 益 1,884

投 資 有 価 証 券 売 却 益 280

厚生年金代行部分返上益精算

厚生年金代行部分返上益

△

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 12,911

△

5,498

2,209 4,827当 期 純 利 益 7,036

法 人 税 等 調 整 額 354

少 数 株 主 利 益 730
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連 　結 　貸　 借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１８．３．３１） （１７．３．３１）
対前期増減

科 目

52,022

（ 借 方 ）

期 別 当 期 前 期

2,258

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 55,387

現 金 預 金

3,365

4,919

99

7,177 △

0

受取手形及び売掛金 32,992 28,925 4,067
有 価 証 券

1,075 113

た な 卸 資 産 14,442 12,938 1,504

繰 延 税 金 資 産 1,188

54 △ 11

そ の 他 1,899 1,948 △ 49

貸 倒 引 当 金 △ 65 △

固 定 資 産 62,303

39,875 △ 4,112

59,785 2,518

有 形 固 定 資 産 35,763

17,505 △ 3,201

建 物 及 び 構 築 物 14,281 14,474 △ 193
機械装置及び運搬具 14,304

715 49

土 地 5,798 6,591 △ 793
建 設 仮 勘 定 764

そ の 他 614 588 26

無 形 固 定 資 産 309 247 62

投 資 そ の 他 の 資 産 26,230

12,852 5,598

19,661 6,569

投 資 有 価 証 券 18,450

465 109

長 期 貸 付 金 1,184 1,038 146

繰 延 税 金 資 産 574

56 12

そ の 他 6,066 5,361 705
貸 倒 引 当 金 △ 44 △

111,807 5,883資 産 合 計 117,690
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連 　結 　貸 　借 　対　 照 　表

（単位：百万円）

（１８．３．３１） （１７．３．３１）

3,241

493

284

0

32△

前 期
対前期増減

（ 貸 方 ）

（ 負 債 の 部 ）

期 別 当 期

科 目

支払手形及び買掛金

48,746流 動 負 債 △

22,85335,343

14,50363,249

4,35022,080

12,490

26,430

387

2,9151,555

短 期 借 入 金

4,470

△

未 払 法 人 税 等

そ の 他 4,118

151538未 払 消 費 税 等

4,818 700

長 期 借 入 金

固 定 負 債 28,890

新 株 予 約 権 付 社 債 3,241 0

繰 延 税 金 負 債

4,430

△ 1,09818,382 19,480

24,460

3,593

2,893

316

1

退 職 給 付 引 当 金

2,2281,365

△ 4033,296

1

負 債 合 計 △ 10,07377,637 87,710

（少数株主持分）

△

利 益 剰 余 金 6,388

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

△自 己 株 式

12,90119,289

5,212

184 △

1,822

872 715

3,390

111,807

15,27521,939

5,883

そ の 他 2

固定資産処分損引当金

役員退職慰労金引当金

493

少 数 株 主 持 分 2,837 680

9,604 7,200

2,157

2,404
資 本 剰 余 金 3,287 893 2,394

資 本 合 計 37,214

その他有価証券評価差額金

負債、少数株主持分及び資本合計 117,690

△ 22

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 157
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（単位：百万円）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

2,393 0

新株予約権の行使による資本
剰余金の増加額

2,393 0

19,289 12,901

12,901 10,907

2,209

配 当 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

215647

利 益 剰 余 金 増 加 高

215647

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

893

8933,287

資 本 剰 余 金 増 加 高

7,036 2,209

7,036

（利益剰余金の部）

連  結  剰  余  金  計  算  書

当 期 前 期期 別

科 目 (17.4～18.3) (16.4～17.3)

893
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（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益

減価償却費

減損損失

連結調整勘定償却額

貸倒引当金の増減額

受取利息及び受取配当金

支払利息

為替差益

持分法による投資損失

投資有価証券売却益及び評価損

固定資産処分損益

関連事業損失及び事業整理損失

売上債権の増加額

たな卸資産の増減額

仕入債務の増加額

その他

小　計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額

有価証券及び投資有価証券の取得による支出

有価証券及び投資有価証券の売却（又は償還）による収入

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

貸付けによる支出

貸付金の回収による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

新株予約権付社債の発行による収入

短期借入金の純減少額

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

配当金の支払額

少数株主への配当金の支払額

自己株式の取得による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現金及び現金同等物の減少額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

0 △ 23

- 781

21 394 △ 373

781

16 10 6

連結キャッシュ・フロー計算書

当 期 前 期期 別
対 前 期 増 減

(16.4 ～ 17.3)

8,354

科 目 (17.4 ～ 18.3)

Ⅰ 

12,911 4,557

△ 160

6,134 4,275

△ 0 27

1,859

△ 27

△ 250

△ 218

766 1,016

△ 58

△ 53

△ 22 △ 34

0 106

△ 227

12

△ 106

△ 280

△ 622 △ 69573

△ 17 △ 2 15

△ 99

8,731

43

321

23

△ 3,790 △ 3,691

△ 2,314

1,999

△ 1,398 916

4,104 2,105

170

18,574 9,843

△ 132302

215 172

△ 674 △ 995

△ 385△ 2,619 △ 2,234

Ⅱ 

15,495 8,7096,786

△ 299△ 46 253

1,424

△ 224 △ 1,287

413 1,639

1,063

△ 1,226

1,447

△ 2,862

1,476 29

△ 1,438△

177

△ 210 △ 493

△

△

283

△ 1,342 △ 1,129

111 66

5,522

213

△ 17,382△ 24,330 △ 6,948

△ 712

5,447

△ 5,070 △ 4,358

△ 75

△ 213 △ 427△ 640

△ 7

16,616 △

32△ 39

6,040 △ 10,576

△

△

Ⅳ 157 48 109

7,402 △ 335

Ⅴ △ 2,304 △

Ⅶ

Ⅲ 

4,762

Ⅵ 7,067

7,067 △ 2,305

8,003

334 △ 1,970

8,003 0

－11－



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

連結の範囲
連結子会社 14社、 MSM CANADA INC.

MSM US INC.
寧波菱鋼弾簧有限公司(新規設立）
寧波菱鋼精密部件有限公司
MSM CEBU,INC.
MSM MANILA,INC.
ヒューマン電機㈱
MSM (THAILAND) CO.,LTD.     　　
三菱製鋼室蘭特殊鋼㈱
三菱長崎機工㈱ ほか４社

プレシジョンスプリング㈱（合併）
菱鋼商事㈱（清算結了）

持分法の適用
持分法適用会社 ３社、 北海製鉄㈱

MERITOR SUSPENSION SYSTEMS
HOLDINGS UK LIMITED

CROFT PROPERTIES HOLDINGS,INC.

連結子会社の事業年度等

寧波菱鋼弾簧有限公司        （決算日12月31日）
寧波菱鋼精密部件有限公司  （決算日12月31日）
MSM (THAILAND) CO.,LTD.（決算日 ２月28日）

会計処理基準
重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券

重要な減価償却資産の減価償却の方法

重要な引当金の計上基準

計上している。

（新規）

… 期末債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

平均法により算定）

主として定率法

定 額 法

連結子会社のうち、決算日が連結決算日（3月31日）と異なる会社は次のとおりであり、連結財務諸表を

（除外）

　なお、MSM(THAILAND)CO.,LTD.は、当期から決算日を変更した。

無 形 固 定 資 産 …

(1)

時価のないもの

…有 形 固 定 資 産

…
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動

…

1.

2.

3.

4.

数理計算上の差異はその発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生

していると認められる額を計上している。

の翌期から費用処理している。

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付

会計基準変更時差異は15年による均等額を費用処理している。
過去勤務債務はその発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法により費用処理している。

債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末において発生

(3)
貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 …

(2)

た な 卸 資 産 …

有 価 証 券

（除外）

移動平均法による原価法

期末日の市場価格等に基づく時価法

ついて は 個 別に 回収 可能 性を 検討 し 、 回収 不能 見込 額を
い て は 貸 倒 実 績 率 に よ り 、 貸 倒 懸 念 債 権 等 特 定 の 債 権 に

作成するにあたっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用している。なお、連結決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。

主として総平均法による原価法

時価のあるもの
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重要なリース取引の処理方法

消費税等の会計処理方法

連結子会社の資産及び負債の評価

連結調整勘定の償却

利益処分項目等の取扱い

連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

1. 固定資産の減損に係る会計基準

2. 有形固定資産の減価償却の方法の変更

(4)
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ・ﾘｰｽ取引については、通常

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

8.

7.
連結剰余金計算書のうち利益剰余金の部は、連結会社の利益処分（損失処理）について、

当期中に確定した利益処分（損失処理）に基づいて作成している。

(5)

5.

6.

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、減価償却費は1,892百万円増加し、営業利

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却に よっている。

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっている。

当 期 よ り 、 建 物 （ 建 物 附 属 設 備 を 除 く ） を 除 く 有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 方 法 を 定 額 法

固定資産の廃止に備えて、除却損失の見込額を計上している。

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ1,653百万円減少している。

固 定 資 産 処 分 損 引 当 金 …

当 期 よ り 、 固 定 資 産 の 減 損 に 係 る 会 計 基 準 （ 「 固 定 資 産 の 減 損 に 係 る 会 計 基 準 の 設 定
に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計
基 準 の 適 用 指 針 」 （ 企 業 会 計 基 準 適 用 指 針 第 ６ 号 平 成 15 年 10 月 31 日 ） を 適 用 し て い る 。

これに伴い、当期において減損損失781百万円を特別損失に計上している。

か ら 定 率 法 に 変 更 し て い る 。
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 百万円 百万円

預入期間が３ケ月を超える定期預金

現金及び現金同等物

424退 職 年 金 制 度 終 了 損
子会社の適格退職年金制度
の終了損ほか

234

関 連 事 業 損 失
関連会社の事業閉鎖に伴う
損失 92

関連会社の事業閉鎖に伴う
株式の減損ほか 725

事 業 整 理 損 失
子会社の事業の一部整理に
伴う損失 31

子会社の事業の一部整理に
伴う損失ほか

固 定 資 産 処 分 損
固定資産処分損引当金繰入
額ほか 679 機械装置の除却損ほか

【連結損益計算書注記】

摘 要 当 期 (17.4 ～ 18.3 ） 前 期 (16.4 ～ 17.3 ）

（ 特 別 利 益 の 主 な 内 訳 ）

固 定 資 産 処 分 益 休止機械装置の売却益ほか 1,366

前期末(17年３月31日）

厚生年金代行部分返上益
厚生年金基金代行部分の過
去分返上認可 2,107

30

減 損 損 失

（ 特 別 損 失 の 主 な 内 訳 ）

【連結貸借対照表注記】

摘 要 当期末(18年３月31日）

土地の減損損失 781

鑑 定 評 価 額 又 は 固 定 資 産 税 評 価 額 に 基 づ き 評 価 し て い る 。

当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分
（ 減 損 損 失 ）

これらの資産グループのうち、近年の継続的な地価の下落等に伴い回収可能価額が低下した

有形固定資産の減価償却累計額 52,545 49,449

受 取 手 形 割 引 高 0 211

保 証 債 務 等 480 672

【連結キャッシュ・フロー計算書注記】

1.

当期末(18年３月31日） 前期末(17年３月31日）

4,919 7,177

△ 156 △ 109

4,762 7,067

遊休資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別
損 失 に 計 上 し て い る 。 そ の 内 訳 は 、 土 地 （ 千 葉 県 市 原 市 他 ） 781 百 万 円 で あ る 。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、主として不動産

（事業所等）を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルー
ピングを行っている。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、個別の資産グル
ー プ と し て い る 。

厚生年金代行部分返上益精算
厚生年金基金代行部分の実
際返還による精算 236
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1.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1)

(2)

計

Ⅱ

連     結

セ   グ   メ   ン   ト   情   報

売 上 高

機器装置 その他の 消 去 又
計

事業の種類別セグメント情報

当期 （平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要

外部顧客に対する売上高 34,387 18,464 55,087 120,6368,509 4,187 120,636

7,047 (7,047) 07

34,716 18,619 58,757

2,886

120,6368,517 7,073 127,684 (7,047)

6,134

12,467

営 業 費 用 32,406 17,189 50,035 7,907 6,870 114,409 (7,004)

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

117,690

減 価 償 却 費 2,419 803 2,684 173 53 6,134

外部顧客に対する売上高 34,470 16,547 36,864 100,8378,843 4,110 100,837

5,884 (5,884) 01 2,780

34,483 16,679 39,821

13 132 2,957

8,844 6,891 100,837106,722 (5,884)

111,807

営 業 費 用 33,625 15,510 37,375 8,432 6,759 101,703 (5,890)

5

1,797 608 1,592

8,425103,3823,988

4,275200 76 4,275 0

ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材

事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

売 上 高 及 び 営 業 損 益

セグメント間の内部売上高

又は振替高 328 154 3,669

107,405

営 業 利 益 2,309 1,430 8,722 -4213,274 13,231609 202

資産、減価償却費、減損

105,223

資 本 的 支 出 893 1,620 462 117 41 3,135

15,905

0 3,135

前期 （平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日まで）

摘　  　　　  　　　要
ば     ね 素 形 材 特殊鋼鋼材 機器装置 その他の

計
消 去 又

連     結
事     業 事     業 事     業 事      業 事      業 は 全 社

セグメント間の内部売上高

又は振替高

95,813

営 業 利 益 857 1,169 2,446 5,0235,018132412

資産、減価償却費及び

資 本 的 支 出

資 産 36,766 15,936 34,955 11,734

減 価 償 却 費

1,60144 29 1,601 0資 本 的 支 出 495 855 177

781

損失及び資本的支出

781減 損 損 失

11,077 3,929資 産 36,639 37,670

0
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(注) 1.

2.

3.

4.

5.

当期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

「 連 結 財 務 諸 表 作 成 の た め の 基 本 と な る 重 要 な 事 項 の 変 更 」 に 記 載 の と お り 、 当 期 か ら

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当期の営業費用は、ばね事業が580百万円、

素形材事業が128百万円、特殊鋼鋼材事業が944百万円それぞれ増加し、営業利益は同額減少

有形固定資産の減価償却方法を変更している。

している。

特殊鋼鋼材事業

一般鋳造品、精密鋳造品、各種金型素材、精密機械加工品、一般鍛造品

磁石応用部品、特殊合金粉末、同微粉末

棒鋼（構造用合金鋼・機械構造用炭素鋼・ばね鋼・工具鋼・非調質鋼・快削鋼ほか）、鋼材加工品

か ） 等 で あ る 。

会計処理の方法の変更

海上運送、貨物自動車運送、倉庫 ほか

鍛圧機械、一般産業機械及びプラント、鉄構品、磁選機
機 器 装 置 事 業

事 業 区 分 の 方 法

前 記 の 事 業 区 分 に 属 す る 主 要 な 製 品

事 業 区 分 主 要 製 品 名

当社は事業部を設け、事業部門ごとに利益管理を行っている。事業区分は、当社の事業部門及び連結子会

ば ね 事 業

素 形 材 事 業

社の事業内容を基礎として決定した。

板ばね、巻ばね、ｽﾀﾋﾞﾗｲｻﾞ、ｴｱｰｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｼｽﾃﾑ、ﾄｰｼｮﾝﾊﾞｰ、ｺｲﾙﾄﾞｳｴｰﾌﾞｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ

各種自動車部品・用品、ﾀｲﾔﾌﾟﾛﾃｸﾀｰ、ﾀｲﾔﾁｪｰﾝ、ｼｭｰﾌﾟﾚｰﾄ用ｺﾞﾑﾊﾟｯﾄ

精密鍛造品、特殊合金素材及び同加工品、永久磁石（鋳造・圧延）

精密部品、携帯電話及びﾋﾞﾃﾞｵﾑｰﾋﾞｰ用等各種ﾋﾝｼﾞ、ﾊｰﾄﾞﾃﾞｲｽｸﾄﾞﾗｲﾌﾞ用精密ﾌﾟﾚｽ品

内蔵ｱﾝﾃﾅ・ｺﾈｸﾀｰ等の樹脂・金属複合品、

そ の 他 の 事 業

搬 送 装 置 、 計 装 機 器 、 防 振 装 置

減 価 償 却 費 及 び 資 本 的 支 出 に は 、 長 期 前 払 費 用 と 同 費 用 に 係 る 償 却 費 が 含 ま れ て い る 。

全 社 資 産 の 内 訳

当 期 及 び 前 期 に お け る 資 産 の う ち 、 ｢ 消 去 又 は 全 社 ｣ の 項 目 に 含 め た 全 社 資 産 の 金 額 は

14,619 百 万 円 及 び 9,607 百 万 円 で あ り 、 そ の 主 な も の は 長 期 投 資 資 金 （ 投 資 有 価 証 券 ほ

－16－



2.

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

（単位：百万円）

Ⅰ

(1) ―

(2)

計

Ⅱ

(注) 1.

2.

(1) 北米 アメリカ、カナダ

(2) アジア フィリピン、タイ、中国

3.

収益のうち同社に属する部分を売上高として計上している。

北米においては、連結子会社を通じてばね合弁事業に対する投資を行っており、合弁事業の

資 産 96,674 5,835 6,225

………

国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

日 本 以 外 の 区 分 に 属 す る 国

………

18 5,023

108,735 3,071 111,807

496 5,0044,469 38

100,837

営 業 費 用 91,547 134 8,826 100,508 (4,695) 95,813

96,016 9,323

4,676 (4,676) 0

(4,676)105,513172

0 4,286

100,837 100,837

売 上 高 及 び 営 業 損 益

売 上 高

外部顧客に対する売上高 95,627 172 5,036

計
消 去 又

連     結
は 全 社

0

当 期 （ 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

前 期 （ 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

116,250

アジア

1,041

日本 北米

8,469

所 在 地 別 セ グ メ ン ト 情 報

日本

又 は 振 替 高 181

売 上 高 及 び 営 業 損 益

営 業 利 益

124

営 業 利 益 11,886

営 業 費 用 104,363

セグメント間の内部売上高

又 は 振 替 高 389

117,6907,708 111,395資 産 96,454 7,232 6,295

13,231428 -0917 13,232

107,405112,528 (5,123)8,040

5,124 (5,124) 0

125,761 (5,124) 120,636

4,943

120,636

セグメント間の内部売上高

1,041 3,526

売 上 高

外部顧客に対する売上高 116,068 120,636

北米 連     結
は 全 社

アジア 計
消 去 又
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3.

該  当  事  項  な  し。

海 外 売 上 高

当 期 （ 平 成 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

前 期 （ 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）

海 外 売 上 高 が 連 結 売 上 高 の 10 ％ 未 満 の た め 、 記 載 を 省 略 し て い る 。

関 連 当 事 者 と の 取 引

Ｅ Ｄ Ｉ Ｎ Ｅ Ｔ に よ り 開 示 を 行 う た め 、 記 載 を 省 略 し て い る 。

リ　 　ー 　　ス　　 取　 　引

海 外 売 上 高 が 連 結 売 上 高 の 10 ％ 未 満 の た め 、 記 載 を 省 略 し て い る 。
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税  　効　  果　  会　  計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の

主な原因別の内訳 主な原因別の内訳

百万円 百万円

退職給与引当金損金 退職給与引当金損金

算入限度超過額 算入限度超過額

貸倒引当金損金算入 貸倒引当金損金算入

限度超過額 限度超過額

その他有価証券評価差額 その他有価証券評価差額

固定資産圧縮積立金 固定資産圧縮積立金

投資その他の資産（出資金） 投資その他の資産（出資金）

減 損 損 失

721

318

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

未 払 費 用

繰 延 税 金 資 産 合 計

128

4,641

4,806

164

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 小 計

評 価 性 引 当 額 △そ の 他 557

596未 払 費 用

1. 1.

繰 延 税 金 資 産 繰 延 税 金 資 産

未 払 事 業 税

当 期 ( 平成18年3月31日現在 ) 前 期

未 払 事 業 税317

( 平成17年3月31日現在 )

114

1,318

277 597

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

235

固 定 資 産 処 分 損 1,542

387

481

繰 延 税 金 資 産 小 計 4,349

1,172

役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金

33

固 定 資 産 処 分 損 239

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金

115

減価償却限度超過額

繰 延 税 金 資 産 合 計 4,068

評 価 性 引 当 額 △ 280

繰 延 税 金 負 債 繰 延 税 金 負 債

3,579 1,254

2,821

441 389

1,877

繰 延 税 金 負 債 合 計 5,898 繰 延 税 金 負 債 合 計 4,466

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 1,830 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 175
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有　　　 価　　　 証　　 　券

Ⅰ. 当　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成18年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成18年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

小 計 8,79513,315

△

13,326

0

8,795

403

10

4,531

小 計

合 計

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

種 類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

13,315 8,795

4,520

株 式 4,520

0

債 券 9 9 0

株 式 △0

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

10

合 計 1,138

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

種 類 連結貸借対照表計上額

0

非 上 場 株 式 1,138

0280
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Ⅱ. 前　期　

1． その他有価証券で時価のあるもの　(平成17年３月31日現在）

（単位：百万円）

2． 当期中に売却したその他有価証券（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

（単位：百万円）

3． 時価のない有価証券（平成17年３月31日現在）

（単位：百万円）

その他有価証券

デ　リ　バ　テ　ィ　ブ　取　引

小 計

合 計

3,100

4,632 7,715 3,082

4,023 7,123

△ 17

0

売 却 益 の 合 計 額 売却損の合計額

592

合 計 1,156

1,629 745

種 類 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式

株 式 599 582 △ 17

609

種 類 取 得 原 価

小 計

連結貸借対照表計上額

7,123

連結貸借対照表計上額が

差 額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

0債 券

3,100

取得原価を超えないもの

株 式 4,023

ヘ ッ ジ 会 計 を 適 用 し て い る た め 記 載 し て お り ま せ ん 。

1,156

99

売 却 額
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Ⅰ．当　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注）

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）

（注）

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.0％
2.5％

いる。）

15年

（８）
（９）

前 払 年 金 費 用 2
計（3）＋（4）＋（5）＋（ ６）

2,893△

退　　　 職　　　 給　　 　付

採 用 し て い る 退 職 給 付 制 度

（ 平 成 18 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

当社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。

国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時

16,283退 職 給 付 債 務
（２） 9,238年 金 資 産
（1） △

（３） △ 7,044未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ）
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異

（1） 勤 務 費 用 523
（２） 386利 息 費 用
（３） △ 179期 待 運 用 収 益

（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 96

（４） 242会計基準変更時差異の費用処理額

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
（２） 割 引 率

△ 860（ 債 務 の 減 額 ）（６） 未 認 識 過 去 勤 務 債 務

12 年 （ 発 生 時 の 従 業 員 の 平 均 残 存 勤 務 期 間
以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発

（６） 会計基準変更時差異の処理年数

（５） 数 理 計 算 上 の 差 異 の 処 理 年 数

生の翌期から費用処理している。）

以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数理計算上の差異の費用処理額 451

（３） 期 待 運 用 収 益 率
（４） 過 去 勤 務 債 務 の 額 の 処 理 年 数

（７）

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（1）勤務費用」に計上している。

金制度を設けている。また、一部の海外連結子会社は確定給付型の企業年金制度を設けている。

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

12 年 （ 発 生 時 の 従 業 員 の 平 均 残 存 勤 務 期 間

1,327退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）

2,832

退 職 給 付 引 当 金 （７）－（８）

2,180

（８）

なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成17年１月１日に
厚生労働大臣から過去分返上の認可を受け、同年７月21日に実際返還を行った。これに伴い、実際返還
額と過去分返上認可時最低責任準備金とに差異が生じたため、精算額を特別利益に計上している。

236△厚生年金基金代行部分返上益の精算

（７） △ 2,891

（９） 計 （ ７ ） + （ ８ ） 1,090
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Ⅱ．前　期

1．

2． 退職給付債務
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期

（注） 1．

2．

3． 退職給付費用
（単位：百万円）

当　　　　　　　　　　　　　　　　期
（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

（注）

4． 退職給付債務等の計算の基礎

2.5％
2.5％

いる。）

15年

厚生労働大臣から過去分返上の認可を受けた。また、一部の国内連結子会社は、当社と合併等を行う
なお、当社及び一部の国内連結子会社は、厚生年金基金の代行部分について、平成17年１月１日に

採 用 し て い る 退 職 給 付 制 度
当社は、確定給付型の制度として企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。
国内連結子会社は、確定給付型の制度として主に企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時
金制度を設けている。

（ 平 成 17 年 ３ 月 31 日 現 在 ）

（1） 退 職 給 付 債 務 △ 15,935
（２） 年 金 資 産 7,244
（３） 未 積 立 退 職 給 付 債 務 （ 1 ） ＋ （ 2 ） △ 8,690
（４） 会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 未 処 理 額 2,422

956
（５） 未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 3,927
（６） △

△
未 認 識 過 去 勤 務 債 務 （ 債 務 の 減 額 ）
退職給付引当金（3）＋（4）＋（5）＋（６）

（1） 勤 務 費 用 724
（２） 利 息 費 用 822
（３） △ 426期 待 運 用 収 益

（４） 過 去 勤 務 債 務 の 額 の 処 理 年 数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間

（1） 退職給付見込額の期間配分方法 期 間 定 額 基 準
割 引 率

（３） 期 待 運 用 収 益 率

3,296

（２）

（７）

（５） 1,010数理計算上の差異の費用処理額
（４）

以内の一定の年数による定額法により、費用処理して

（５） 数 理 計 算 上 の 差 異 の 処 理 年 数 9年～12年（発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発

（６） 会計基準変更時差異の処理年数
生の翌期から費用処理している。）

ことに伴い、適格退職年金制度を終了及び総合設立型厚生年金基金を脱退した。

（８）
（７） 2,352退職給付費用（1）＋（2）＋（3）＋（4）＋（5）＋（６）
（６） 過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △ 184

簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「（１）勤務費用」に計上している。

（９）
2,107△

退職年金制度の終了等に伴う損失 424
厚生年金基金の代行部分返上に伴う利益

計　（7）＋（8）＋（9）

厚生年金基金の代行部分返上に伴う返還相当額（最低責任準備金）を年金資産から控除して記
載 し て い る 。

669

406会計基準変更時差異の費用処理額

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。
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